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はじめに
　経済理論に需要の価格弾力性という概念を初めて導入したのは、マーシャル（Alfred　Marshall）で
ある。
　この概念を説明するために、彼は著書『経済学原理』の中で水をとりあげて’）、次のように述べている。
　「水はその価格が非常に高い場合から無料となった場合まで、どんな価格にっいてもその消費の状
況を観察できる数少ないもののひとっである。ほどよく高い価格であれば水の需要はひじょうに弾力
的である。しかし水はその用途のすべてにっいてこれを完全に充足できるようになることもある。こ
ういう場合には水の価格がゼロに近づくにっれて、その需要はその弾力性を失っていくだろう。」2）
　この本の初版が書かれた1890年においてはロンドンに複数の水道会社が存在して営利活動を展開
していたので3）、現代とは事情が異なるにしても、依然として我々の日常生活や経済活動で使用されて
いる水が経済財としての性格を有していることに変わりはない。
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　にもかかわらず、水に関する研究にっいては、経済学からのアプローチが少ないのが現状である。
そこで本論文では経済学からの1っのアプローチとして、横浜市を例にとり、家事用水需要の価格弾
力性を測定する。
1．家事用水需要の価格弾力性の定義
　一般に、水はその用途別に分類すると表1のようになる。この表で言う家庭用水とは、家庭での調
理、洗濯、風呂、掃除、水洗トイレ、散水等に使用される水のことであり、これを横浜市水道局では
家事用水と呼んでいる。
　家事用水需要の価格弾力性は次のように定義される5）。
・一」焉^雫
　ただしpは家事用水の価格、すなわち水道料金であり、qは家事用水に対する需要量、そして△p、
△qはそれぞれの変動分である。
　ここで家事用水に対する需要量qにっいては、需要関数をfとして次のように書くことができる。
　q＝f（Xl，　x2，…，　Xn）
　ただし、κ1，κ2，…，x．は説明変数である。この説明変数としては，過去のアンケート調査の分析に
より，家族数（一世帯当たりの人数）と水洗便所の有無の2つがよいとされている6）。
　本論文では、データを収集してみた結果、説明変数としては給水戸数と水洗化率（行政人口に占め
る水洗化人口の割合）をとりあげることとし、他方従属変数であるqについては、使用水量をとりあ
げることにした。
2．家事用水需要の価格弾力性の測定手順
　それでは、ここで家事用水需要の価格弾力性を求める手順を述べておくことにする。
　まず価格の変化率（△p／p）にっいては、水道料金の改定時期を利用して求ある。他方家事用水に
対する需要量の変動分△qにっいては、水道料金改定直後の月の使用水量の予測値と実測値との差と
考える。
　横浜市においては、最近20年間で表2に示したように5回にわたり水道料金の改定が行われてい
る。そこで本論文では、このうち水道料金の据え置き期間が最も長かった、昭和53年10月1日の改
定に注目することにする。従って家事用水に対する需要量の変動分△qは、昭和53年11月の使用水
量の実測値から予測値を差し引いたものとみなされる。
　なお、ここで昭和53年10月の使用水量を採用しなかったのは次のような事情による。
　横浜市水道局では、使用水量の測定にあたり、給水区域全体を甲区と乙区の2つに分けて甲区にっ
いては奇数月、乙区については偶数月に検針を実施している。そして昭和53年10月の使用水量とし
て公表されているデータには乙区における9月と10月の2か月分の使用水量を、また昭和53年11
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月の使用水量のデータには甲区における10月と11月の2か月分の使用水量を当てている。そこで
10月1日の水道料金改定前である9月分の使用水量を含む10月のデータを採用することは避けたの
である。
　さて、使用水量の予測値を求めるには、まず需要関数を最小二乗法で決定する。この際に用いた
データは次節で述べるように筆者が加工したものである。こうして決定された需要関数を用いて予測
値を求めれば、データより家事用水に対する需要量の変動分△q、ひいてはその変化率（△q／q）が得
られ、家事用水需要の価格弾力性ηが求められるのである。
3．データの加工
　昭和53年10月1日の水道料金改定までの期間を含む、家事用水の使用水量の月別データが表3に
示されている。
　これをグラフにしたものが図1であるが、この図から明らかなように月別の使用水量には1年を周
期として一定の変動がみられる。そこでこの変動を除去するために中心化12か月移動平均をとった。
すなわち、例えば昭和51年12月の値は、昭和51年6月から昭和52年5月までの12か月の使用水量
の平均値と、昭和51年7月から昭和52年6月までの12か月の使用水量の平均値との平均をとるこ
とにより求められる。
　次に給水戸数については、データが表4のように得られている。この数値は、各々の各年度末のも
のであるため、例えば昭和51年の数値は、昭和52年3月31日現在のものである。そこでこの数値を
昭和52年3月の戸数とみなし、前後の年度の数値との差を各月に均等配分することにより、使用水量
に対応する月別のデータを求めた。
　最後に水洗化率についても各年度末のデータが表5のように得られている。そこで各年度の数値の
差を各月に均等配分することにより、月別のデータを求あた。
　以上のようにして、使用水量、給水戸数、水洗化率にっいての月別のデータが表6のように得られた。
4．需要関数の決定
　さて、1節で定めた需要関数は次のように書き直すことができる。
　q，＝f　（Xtl，　Xt2）
　ここでtは、先に加工して得られたデータの時点すなわち月を表わし、q、、κ。、X，2はそれぞれ、　t時
点における家事用水の使用水量、給水戸数、水洗化率を表わしている。
　fをどのような関数としたらよいかにっいて最小二乗法を用いて調べてみた結果が表7にまとめら
れている。この表において、a、合等は、それぞれ係数パラメータa、　b等の最小二乗推定値のことで
ある。またR2は、自由度修正済み決定係数と呼ばれ、下の式で定義される。
R・－1－SV（・・）／（T－K）
　　　　　　SV（qt）／（T－1）
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　ここで、Tは標本数（ここでは推定期間の月の数）、　Kは推定する係数パラメータの数、　e，はt時点
における残差（qtから最小二乗推定値による計算値a、を引いたもの）である。　SV（qt）、　SV（e、）は
それぞれq，とe、の全変動といい、下の式で表わされる。
　　　　　　　T　　　　　　　　　　　　　　　T　SV（qt）＝Σ（qt－q）2（q＝Σqt／T）
　　　　　　ヒニユ　　　　　　　　　　　　　　t＝1　　　　　　T　SV（et）＝Σe～（∵E＝0）
　　　　　　t＝1
　この式からわかるように全変動とはデータが平均値からどれだけばらついているかを示す尺度であ
る。従って〔SV（et）／SV（q、）〕の値が低ければ低いほど、　q，の変動がa、の変動部分で説明できるこ
とになるので好ましいとされる。すなわちR2の値が1に近ければ近いほど好ましいということにな
る。なおR2の定義式において、（T－K）と（T－1）で分子と分母を割ってあるのは、説明変数を増
やすとe、の値が自動的に小さくなり、〔SV（e、）／SV（q，）〕の値を小さくしてしまうという性質の影
響を回避するためであるU）。
　この表7より、需要関数はR2が最も高かった下の式とする。
　qt＝367，942，000－908，436　x，，十〇　．　OOO6　lx書r－570，065．26　x，2
　5．家事用水需要の価格弾力性の測定
　まず家事用水の価格変化率（△P／P）を求める。
　昭和53年10月1日の水道料金改定による変化率は、各段階ごとに表2を用いて以下の計算式によ
り求められる。
　　　　3　　420－360　　　　　　：　　　　　　　　　＝0．16670～10　m　　　　　　　　360
11－15m・、（42°＋75×5）一（36°＋65×5）－795　一　685－。．16。6
　　　　　　　　　　　360十65×5　　　　　　　　　　　　　　685
16．2。・・，（795＋9°×5）一（685＋75×5）。1245－1°6°一。．1745
　　　　　　　　　　　685十75　×5　　　　　　　　　　　　　　　　1060
21－3。・・A（1245＋11°×1°）一（1°60＋9°×1°）－2345　一　196°一。．1964
　　　　　　　　　　　　1060十90×　10　　　　　　　　　　　　　　　　　　1960
31．5。m・C（2345＋14°×2°）一（196°＋120×2°）－5145－4360。。，18。。
　　　　　　　　　　　　1960一ト　120×　20　　　　　　　　　　　　　　　　　4360
51－1・・m3・（5145＋16°S雑孟灘＋14°×5°）一’3’4漏136°一・1571
　　　3　　　　　　170－　150
　101m～　　：　　　　　　　　　　・＝0．1333　　　　　　　　150
　そこでこれら7段階の変化率の平均値0．1669をもって、家事用水の価格変化率（△p／p）とする。
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　次に家事用水に対する需要量の変化率（△q／q）を求める。
　4節で決定した需要関数の説明変数に、表6の昭和53年6月のデータを代入することにより、家事
用水の使用水量の昭和53年6月の予測値が、18，910，473．9　「fと求まる。
　ところでこの値は中心化12か月移動平均をとったものであるから、ここから昭和53年11月分の
予測値をとり出すために、次のような作業を行った。
　まず、表3の使用水量を表6の対応する月の使用水量で割ることによりS－1指数を求める。そして
このS－1指数より、表8に示したように季節変動指数を算出する。
　この季節変動指数の合計は1200になるように定められているので、昭和53年11月の予測値は下
の計算式により求あられる。
　　　　　　　　101．63　　　　　　　　　　　　　　　　　　　m318，910，473，9×　　 　　　 × 12＝ 19，218，714．6　　　　　　　　1200
　一方、昭和53年11月の使用水量の実測値は、表3より16，779，277　「fである。そこで家事用水に対
する需要量の変化率（△q／q）は下のように求まる。
△q－16・779，277－19・218・714・6－－0．1269
　q19，218，714．6
　従って、家事用水需要の価格弾力性ηは、
　　　　－0．1269
η＝－ O．1669＝0・76
　と測定された。
　因に、過去に測定された弾力性の値と比較してみると表9のようになる。過去の日本の事例におけ
る測定地域は匿名となっている。
おわりに
　明治20年に日本初の近代水道として計画給水人口7万人でスタートした横浜の水道も、今や給水
人口は300万人を超えるに至った16）。
　この間水源の開発により安定した水の供給が行われてきているが、今後は、みなとみらい21地区の
開発整備などが進むにっれ、さらに水の需要が増していくことが予想される。こうした事態に対して
水源の新規開発による供給の増大だけで対応していくには、おのずと限界があろう。水の需要を抑制
するという面にも大いに依存していかねばならないのである。
　そうした意味で、水道使用水量のうち7L4％（平成元年度）16）を占ある家事用水にかけられる期待
は大きい。しかし今回の測定でも明らかとなったように、料金による水需要の抑制効果はほとんど期
待できない。
　家事用水については、料金による需要の抑制効果を期待するよりも、学校教育を通じて幼ないうち
から人々に節水意識を植えっけていく方が効果的ではないかと思われる。
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最後に、本論文の作成にあたり、横浜市水道局の塚本准一氏に大変お世話になりました’。ここに厚
く御礼申し上げます。
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表14）水の用途別分類表
都市用水
家庭用水…家庭で使用される水。
都市活動用水
営業用水…飲食店・デパート等で使用される水。
事業所用水…事務所等で使用される水。
公共用水…噴水。公衆トイレ等で使用される水。
消火用水…消火に使用される水。
工業用水…工業の分野で冷却・洗浄等に使用される水。
農業用水…水田・畑地の灌概、家畜の飼養に使用される水。
雑用水…生活用水の中で低水質でもよい用途（水洗トイレ・散水等）に使用される再生水や雨水。
その他…消雪・発電等に使用される水。
表27）水道料金変遷表
昭和48．5．1 昭和50．12．1 昭和53．10．1昭和54．10．1 昭和56．4．1
使用水量 改定料金 使用水量 改定料金 改定料金 改定料金 使用水量 改定料金
0～10㎡ ◎215円 0～10㎡ ◎360円 ◎420円 ◎460円 　　　㎡0～10 570円
ll～20 44 ll～15 65 75 95 ll～15 120
21～30 48 16～20 75 90 110 16～20 135
31～50 63 21～30 90 110 135 21～25 165
51～ 68 31～50 120 140 155 26～30 170
51～100 140 160 175 31～50 195
101～ 150 170 195 51～100 215
101～ 245
注）◎印は基本料金である。それ以外の超過料金は1m3当たりの単価である
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表38）家事用水使用水量調（月別）
? ?
51　年度
? ?
52　年度
? ?
53　年度
4
?
　　　　　　　　　　㎡14，520，858 　　　　　　　　　　㎡15，044，656
15，825，100㎡
5 15，398，067 16，173，708 16，655，388
6 15，391，515 16，566，495 16，974，914
7 15，693，682 16，620，472 18，109，523
8 17，239，530 18，476，484 20，384，634
9 18，186，375 18，490，813 20，578，521
10 17，227，584 17，735，958 19，243，137
11 15，755，155 17，180，992 16，779，277
12 14，531，841 15，744，216 16，138，816
1 15，466，213 16，342，556 16，750，782
2 15，449，732 16，213，333 16，900，277
3 13，785，918 14，090，501 14，655，954
105m3
20
19
18
17
16
15
14
13
図1 使用水量の比較
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表49） 家事用水の給水戸数
昭和　50　年 　　一V77，078　
昭和　51　年 809，524
昭和　52　年 834，950
昭和　53　年 859，035
表5’°）水洗化率
昭和　50　年 23．7％
昭和　51　年 25．8
昭和　52　年 28．3
昭和　53　年 31．0
表6加工済月別データ
?
用　　水 量
?
水　　戸
? ?
洗
? ?
?
和 51． 10 15，742，364．1　3ﾅ 796，004．6?? 24．9?
11 15，796，507．4 798，708．4 25．1
12 15，877，783．3 801，412．2 25．3
52． 1 15，965，357．0 804，116．0 25．5
2 16，055，513．0 806，819．8 25．7
3 16，119，737．7 809，524．0 25．8
4 16，153，604．8 811，642．8 26．0
5 16，234，197．0 813，761．6 26．2
6 16，344，122．5 815，880．4 26．4
7 16，431，152．4 817，999．2 26．6
8 16，499，483．4 820，118．0 26．8
9 16，543，991．0 822，236．8 27．0
10 16，589，200．5 824，355．6 27．3
11 16，641，789．0 826，474．4 27．5
12 16，678，876．5 828，593．2 27．7
53． 1 16，757，937．7 830，712．0 27．9
2 16，899，487．8 832，830．8 28．1
3 17，065，981．8 834，950．0 28．3
4 17，215，768．8 836，957．1 28．5
5 17，261，829．8 838，964．2 28．7
6 17，261，533．3 840，971．3 28．9
7 17，294，984．4 842，978．4 29．2
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表7推定結果
推　　定　　式 推定期間
? ? ? a ? 一2q
qt＝a十bκti十cκ惚
S。51。10～
@　　　　S．53．5 1，468，280 9．25267276，524．76 0．98064
S．51．10～
@　　　　S．53．4 一887，924．62 14．1789213，662．86 0．98028
q，＝a十bκt1十c蛎十dκ12
S。51．10～
@　　　　S．53．5 367，942，000一908．436 0．00061一570，065．26 0．99123
S．51。10～
@　　　　S．53．4 361，782，000一893．068 0．0006一559，811．19 0．98922
q、篇a十bκt監十cκt2十dκ…
S．51．10～
@　　　　S．53．5 17，127，800 70．3667一3，961，55066，522．56 0．99073
S．51．10～
@　　　　S．53．4 16，972，400 70．0692一3，934，82066，081．46 0．98859
q，＝a十bκn十cκ書1十dκt2十e瑚2
S．51，10～
@　　　　S。53。5 465，768，000一1182．43 0．00078419，825．68一19，249．22 0．99067
S．51．10～
@　　　　S．53．4 476，705，000一1215．89 0．0008 639，128．65一23，215．33 0．98850
表8’2）S－1指数による季節変動指数の計算表
S－1　指　　　数
?（??
昭和51年 昭和52年 昭和53年
月　別平均
@　　　（Sj）
季節変動指数　　　　　　　一
@　　Sj／Sj
1 96．87 97．52 97．20 97．34
2 96．23 95．94 96．09 96．22
3 85．52 82．56 84．04 84．16
4 93．13 9L92 92．53 92．66
5 99．63 99．63 99．77
6 101．36 10L36 10L50
7 101．15 101．15 101．29
8 111．98 lll．98 112．14
9 11L77 11L77 111．93
10 109．43 106．91 108．17 108．32
11 99．74 103．24 101．49 101．63
12 91．52 94．40 92．96 93．09
一Sl＝99．86
表9諸研究における弾力性の測定値
測　　　定　　　者 測　定　時　期 測　　定　　地　　域 測　　定　　値
末石冨太郎・住友恒’3） 1965．7～1966．12都市A 0．80
都市B 0．25
都市C 0．13
都市D 0．25
小泉明・徳田裕平14） 1974．ll A市 0．05
小林和司 1978．11 横浜市 0．76
シーデルとバウマン 1955 分散した地域 非弾力的
ブラック 1965 ノノ 0．28～0。65
フォート 1958 ，ノ 0．39
ゴットリー 1963 カンザス 0，39～1．24
ガードナーとシック 1963 北部ユタ 0．77
ベイン他 1966 北部カリフォルニァ 1．10
ハウとリナウィーバー 1967 分散した地域 0．214～0．231
ノース 1967 ジョージア 0．64
ノース 1967 ジョージア 0．61
キャンプ 1971 北部ミシシッピー 0。03～0．29
キャンプ15） 1971 北部ミシシッピー 0．35～0．40
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